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Ⅰ 研究の目的とその設定背景

１９９６年７月１９日に出された中央教育審議会第一次答申「２１世紀を展望した我が

国の教育の在り方について」が、文部省（当時）としてはじめて「生きる力」という言葉

を用いたことは、すでに周知の通りである。そこでは、次のように述べられている。

我々はこれからの子供たちに必要となるのは、いかに社会が変化しようと、自分で

課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決

する資質や能力であり、また、自らを律しつつ、他人とともに協調し、他人を思いや

る心や感動する心など、豊かな人間性であると考えた。たくましく生きるための健康

や体力が不可欠であることは言うまでもない。我々は、こうした資質や能力を、変化

の激しいこれからの社会を〔生きる力〕と称することとし、これらをバランスよくは

ぐくんでいくことが重要であると考えた。

「生きる力」は、１９９８年版学習指導要領の理念として位置づけられ、それに基づく

教育改革の目玉として「総合的な学習の時間」が設けられた。その後の我が国においては、

少なくとも社会が児童・生徒の学力低下に大きな関心を向けるまでのしばらくの間は、児

童・生徒に「生きる力」を育む教育が、実際の学校現場においてどのように組織化される

のか、総合学習（「総合的な学習の時間」を含む関連する学習活動の総称として、この語

を用いた）に、その実質が無条件に期待されてよいものかどうかといった問題をめぐって、

活発な議論が展開された。そして「生きる力」という理念は、２００８年版学習指導要領

においても継承されている。しかし「総合的な学習の時間」は、学力向上をめざす教育政

策の転換に伴い、大幅に授業時間数を削減されることになった。総合学習をめぐる研究と

実践は、現在では、すでにその熱気を完全に失ってしまったように思われる。

ところでここで銘記されるべき事項は、「生きる力」という言葉はオリジナルであると

しても、「生きる」こととそのために必要な「力」の主題化は、現代の我が国の教育界に

限られたものでは決してなく、それどころか国際社会の動向と一致するということだ。経
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が行った「生徒の学習到達度調査」ＰＩＳＡ（Programme for International Student

Assessment）の国内公式報告書のタイトルが、『生きるための知識と技能』（Knowledge

and Skills for Life）であることが、それをシンボリックに物語っている。そして技術

革新や世界的な産業構造の変化も手伝って、知識の量や技能の正確さ、解答のスピードと

いう学力規定は、考える力や学び続ける力へと重心を移さざるを得なくなっている。また

多文化、多民族、多言語の共存・協調へと向かう欧州連合ＥＵ（European Union）は、Ｏ

ＥＣＤを舞台として教育の制度や理念を組み替えつつあり、その作業の一貫として、学力

標準の策定を開始している。我が国にしても、これらの動向と無縁ではあり得ない。次の

指摘にもあるように（１）、グローバリズム、或いはグローバル化の進展に伴い、国の政府

（ガバメント）だけが学校教育を管理する時代は終わり、国民づくりという教育目標も変

更を余儀なくされているのが、我が国を含む国際社会の現状である。国家にとっては、国

際的な関係を保ちながら国内問題を解決していく視点が欠かせなくなっているのである。

このことを自覚して、教育学もまた構築し直す必要があるかもしれない。

教育は、ますます国際的かつ市場の統治（ガバナンス）の分野になりつつある。な

ぜならいまでは、国際諸機関は、教育政策の決定に新ルールや新標準を確立している

からであり、教育の商品化は、教育産業や新規制モデルといった新しい市場の活動主

体を作り出すからである。

そして我が国の教育を規定する世界的な動きとしては、やはりＰＩＳＡの影響こそが、

真っ先に挙げられることになる。ＰＩＳＡの 大の特徴は、言語・情報、数学、科学を使

用する能力をそれぞれ「読解力」、「数学的リテラシー」、「科学的リテラシー」と名づ

け、これを測定しようと試みたところにある。「そこには、単に知識の量を増やす学力で

はない、新たな学力を形成していこうとする姿勢が見られる」（２）とも評価される。そも

そもＰＩＳＡリテラシーは、ＯＥＣＤの教育研究革新センターＣＥＲＩ（Centre for Ed-

ucational Research and Innovation）が言うところの、子どもや若者達が市民として生

きるために身につけるべき「教科横断的コンピテンシー」－「市民科」、「問題解決」、

「自己意識」、「コミュニケーション」の四つで構成される－（３）のうち、基本的な汎用

的能力を測定可能な形で取り出したものである。別の言い方をすれば、ＰＩＳＡが求めて

いるのは、将来起こり得る問題を効果的に理解し、解決し、自分の人生に成功をもたらす

ための学力、社会に出て活用することができる学力である。ＯＥＣＤによる学力の国際戦

略は、彼らが幸福な人生を送るためには、社会に出る前に、どのような実践的能力を学校



で身につけておくべきかという根本的な問いに向き合っているのであり、すなわち「キー

・コンピテンシー」（key competencies）と“well-being”（よりよき生、善存、満足の

いく状態、幸福、健康、厚生、安寧等を意味する。いまやウェル・ビーイングという片仮

名言葉のままでも通用する）の二つの概念にかかわって展開されていると考えることがで

きるのである。本研究は、このような筆者の考えに基づいて遂行される。

本研究の目的は、国際的な学力標準策定論議におけるキー・コンピテンシーと“well-

being”の関係のとらえ方を明らかにするとともに、それとセン（Amartya Kumar Sen）の

「潜在能力アプローチ」（capability or capabilities approach）との類似性について、

後者の要点を整理することによって確認することである。そしてこの研究目的を達成する

ために、ライチェン（Dominique Simone Rychen、スイス連邦統計局シニア・プログラム

オフィサーであり、後述するＤｅＳｅＣｏプロジェクトのプログラムマネージャー）とサ

ルガニク（Laura Hersh Salganik、アメリカ合衆国研究学会、教育統計サービス研究所

長）によって編集されて、２００３年に初版が刊行された『人生の成功と正常に機能する

社会のためのキー・コンピテンシー』（Key Competencies for a Successful Life and a

Well-Functioning Society、以下邦訳書に従って『キー・コンピテンシー』と表記）と１

９９２年に初版が刊行されたセンの『不平等の再検討』（Inequality Reexamined）の二

つが、本研究の中心的な対象として俎上に載せられることになる。本研究においてこれら

二著書から引用をする場合の訳文は、全面的に、それぞれの邦訳書に従っている。ただし

原典を参照した上で（４）、訳語の後ろに（well-being）と挿入した箇所がある。

Ⅱ キー・コンピテンシーと“well-being”の関係把握

教育政策が、国際機関ＩＯ（International Organization）や政府間組織ＩＧＯ（In-

tergovernmental Organization）等の国境を越えた活動主体－さらに市場を付け加えるこ

とができる－によって規定される時代に突入して久しい。国際的な教育指標の確定、とり

わけ国際学力調査が、各国の教育政策に少なからぬ影響を及ぼすようになったことは、近

年における我が国の教育改革が、ＰＩＳＡによって非常に大きな影響を受けたことからも

明らかである。なかでもＰＩＳＡ２００３の結果が２００４年１２月に公開されると、我

が国では、当時の中山成彬文部科学大臣が、文部科学省としてはじめて学力低下を公式に

認め、その後一気に、ゆとり教育の見直し、学力向上策の促進、全国学力・学習状況調査

等が行われ、２００８年３月には学習指導要領の改訂にまで至ったのである。

ところでＰＩＳＡは、そもそもはＯＥＣＤの国際教育指標事業ＩＮＥＳ（Indicators



of Education Systems）の一環として実施された調査であり、その概念枠組みは、ＯＥＣ

Ｄが後援し、スイス連邦統計局の主導の下で、ＰＩＳＡの開発と同時並行で行われた「コ

ンピテンシーの定義と選択：理論的・概念的基礎」（Definition and Selection of Com-

petencies:Theoretical and Conceptual Foundations）プロジェクト、通称ＤｅＳｅＣｏ

によって提供されている。ＰＩＳＡは、ＤｅＳｅＣｏの結論を待たずして出発してしまっ

たが、異なる視点を持っていた訳ではなく、むしろ一体化していた。ＤｅＳｅＣｏは、１

９９７年１２月に開始され、各国での調査研究や国際シンポジウムの開催を経て、２００

１年に第一次報告書（概念の定義をめぐる理論研究書）として、ライチェンとサルガニク

の共編で『キー・コンピテンシーの定義と選択』（Defining and Selecting Key Compe-

tencies）を刊行し、２００２年末に具体的な作業を終えて、翌２００３年に 終報告書

として、『キー・コンピテンシー』を刊行している。その後ＰＩＳＡ側によるＤｅＳｅＣ

ｏの要約・紹介として、『キー・コンピテンシーの定義と選択：執行部要約』（The Def-

inition and Selection of Key Competencies:Executive Summary）が公表されている。

『キー・コンピテンシー』では、個人に「人生の成功」をもたらし、「正常に機能する

社会」を作り上げていく上で鍵となる能力がキー・コンピテンシーとみなされており、そ

れは、次の三つの一般的基準に基づくものとされている（５）。

（１）全体的な人生の成功と正常に機能する社会という点から、個人および社会のレ

ベルで高い価値をもつ結果に貢献する

（２）幅広い文脈において、重要で複雑な要求や課題に答えるために有用である

（３）すべての個人にとって重要である

そして『キー・コンピテンシー』では、「思慮深さ（反省性）」（６）を核心としながら、

領域を越えて共通するキー・コンピテンシーが三つに広域カテゴリー化され、さらにそれ

ぞれが三つに下位区分されている。次の通りである（７）。

（１）社会的に異質な集団での交流

①他者とうまくかかわる能力

②協力する能力

③対立を処理し、解決する能力

（２）自律的に活動すること

①「大きな展望」の中で活動する力

②人生計画と個人的なプロジェクトを設計し、実行する力



③自らの権利、利益、限界、ニーズを守り、主張する能力

（３）道具を相互作用的に活用すること

①言語、シンボル、テクストを相互作用的に活用する能力

②知識や情報を相互作用的に活用する能力

③技術を相互作用的に活用する能力

このうち（３）に見られる「道具」という言葉は、非常に広い意味を持っている。『キ

ー・コンピテンシー』では、次のように述べられている（８）。

「道具」という言葉を も広い意味で使っており、モノとしての道具も社会的・文

化的なツールとしての道具も含んでいる。グローバル経済と現代社会の社会的、専門

的な要求は、機械やコンピュータなどのモノとしてのツールだけでなく、言語、情報、

知識のような社会文化的な道具活用に対する熟練を必要としている。

我が国がＰＩＳＡ型学力として積極的に導入しようとするリテラシー、すなわち「多様

な状況において問題を設定し、解決し、解釈する際に、その教科領域の知識や技能を効果

的に活用してものごとを分析、推論、コミュニケートする力」（９）は、こうした「道具を

相互作用的に活用する」能力として位置づけられている。換言すれば、ＰＩＳＡリテラシ

ーは、キー・コンピテンシーのうちの一部に過ぎない。そして我が国では、他のキー・コ

ンピテンシーについては、全くと言ってよいほど注目されていないのが現状である。２０

０８年１月１７日に出された中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及

び特別支援学校の学習指導要領等の改善について」では、次のように述べられている。

経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）は、１９９７年から２００３年にかけて、多くの国

々の認知科学や評価の専門家、教育関係者などの協力を得て、「知識基盤社会」の時

代を担う子どもたちに必要な能力を、「主要能力（キーコンピテンシー）」として定

義付け、国際的に比較する調査を開始している。このような動きを受け、各国におい

ては、学校の教育課程の国際的な通用性がこれまで以上に強く意識されるようになっ

ているが、「生きる力」は、その内容のみならず、社会において子どもたちに必要と

なる力をまず明確にし、そこから教育の在り方を改善するという考え方において、こ

の主要能力（キーコンピテンシー）という考え方を先取りしていたと言ってもよい。

しかしこのように説明される「生きる力」の内容は、「基礎・基本を確実に身に付け、

いかに社会が変化しようと、自ら課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、

行動し、よりよく問題を解決する資質や能力」、「自らを律しつつ、他人とともに協調し、



他人を思いやる心や感動する心などの豊かな人間性」、「たくましく生きるための健康や

体力」である。ここには、キー・コンピテンシーの持っていた異質なものとの交流、対立

や矛盾の調整といった視点が欠落しており、コンピテンシーの獲得による社会の変革とい

う志向性も見られない。我が国においてキー・コンピテンシーは、一面化され、別の文脈

に移し替えられて、教育政策や教育現場に導入されているのである。

そもそもＤｅＳｅＣｏの言うコンピテンシー（コンピテンス）とは、「心理社会上の前

提条件が流動化する状況で、固有の文脈に対して、その複雑な需要にうまく対応する能力

として（中略）定義されている」のであり、「認知的」側面と「非認知的」側面（情意的

側面や社会的側面等）の「両面を含む」ものである（１０）。『キー・コンピテンシー』では、

次のように述べられている（１１）。

認知的技能と知識は明らかに伝統的な学校プログラムを通じて伝達される重要な教

育成果であるが、コンピテンシーに関する考察はそうした認知的要素だけに限定する

ことはできない。労働市場での行動や知性と学習に関する 近の研究は、態度や動機

づけ、価値といった非認知的要素の重要性を示している。これらの要素は、フォーマ

ルな教育の領域では必ずしもあるいはまったく獲得されず開発されていない。

確かに「需要にうまく対応する能力」というフレーズは、一見ひどく適応主義的な印象

を与える。しかしそれは、社会の変化に対して従順に適応していくことを単純に意味して

いるのでは決してない。むしろそこでめざされているのは、適切なコンピテンシーをすべ

ての成員に培うことによって、社会や世界を変えていくことなのである。

そして本研究の趣旨に照らして、とりわけ注目されるべき「人生の成功」というフレー

ズもまた、立身出世主義的な印象すら与えるものである。しかし『キー・コンピテンシ

ー』では、次のように述べられている（１２）。

人生の成功とは、狭くは、高い経済的地位や社会的地位の獲得で特徴づけられる生

活を意味すると解釈される。しかし、（中略）豊かな生活という表現よりも、人生の

成功という考え方はより広い解釈を可能にする。そのため、我々は高く評価された個

人の成果を言葉で表すうえで、広い意味から人生の成功という表現を用いる。つまり、

人生の成功という言葉に経済的成功と規範的要因としての外部の評価を含めて、広範

な議論ができるように主観的用語と客観的用語の両方の意味から個人のクオリティ・

オブ・ライフを取り扱うことにする。

さらに『キー・コンピテンシー』では、次のように述べられている（１３）。



人生の成功とは、幸福（well-being）の客観的・主観的要素を組み入れた多面的概

念である。

このようにＤｅＳｅＣｏでは、主観的・客観的な生活の質を含み、「幸福（well-be-

ing）の客観的・主観的要素を組み入れた多面的概念」として「人生の成功」というフレ

ーズが用いられている。『キー・コンピテンシー』によれば、その主要な要因は八つであ

り、さらにそれぞれが二つに下位区分される。次の通りである（１４）。

（１）経済的地位と経済資源

①有給雇用

②収入と財産

（２）政治的権利と政治力

①政治的決定への参画

②利益集団への加入

（３）知的資源

①学校教育への参加

②学習基盤の利用可能性

（４）住居と社会基盤

①良質の住居

②居住環境の社会基盤

（５）健康状態と安全

①自覚的・他覚的健康

②安全性の確保

（６）社会的ネットワーク

①家族と友人

②親戚と知人

（７）余暇と文化活動

①余暇活動への参加

②文化活動への参加

（８）個人的満足感と価値志向

①個人的満足感

②価値志向における自律性



これらは、個人の幸福を構成する基本的な要素であり、それを達成するためにこそ、キ

ー・コンピテンシーが必要不可欠であると考えられている。ここには、ＤｅＳｅＣｏにお

けるキー・コンピテンシーと幸福、すなわち“well-being”の関係把握が示されている。

また「社会的に異質な集団での交流」というキー・コンピテンシーは、単なる同調主義で

はなく、人間一人ひとりが違う考えや異なる能力を持ちながら協力するということであり、

「自己実現」による幸福はもちろん、「他者との交わり」による幸福の実現も射程に入っ

ていることは言うまでもない（１５）。このようにＤｅＳｅＣｏにおいて能力と幸福、キー・

コンピテンシーと“well-being”の関係は、より包括的にとらえられているのである。

Ⅲ センの潜在能力アプローチとの類似性

ＤｅＳｅＣｏにおけるキー・コンピテンシーと“well-being”の関係のとらえ方は、１

９９８年にノーベル賞経済学賞を授与されたことで知られるセンの潜在能力アプローチと

共通するところが少なくない。実際に『キー・コンピテンシー』では、『財と潜在能力』

（Commodities and Capabilities）におけるセンの言葉が引用され（１６）、「ＤｅＳｅＣｏ

の成果に基づく能力モデルを支持」（１７）するものであると述べられている。次の通りであ

る（１８）。

多くの観点で、リソース・アプローチ（「『一定の決定因のもとで、自分の生活条

件を管理し意識して方向づけられるよう働く、動員可能なリソース（資源）を個人が

自由に使用できる能力』という概念に基づ」く考え方で、「北欧的な富へのアプロー

チ」とみなされる－引用者注）は、アマルティア・セン（Amartya Sen）の能力（ca-

pability）の複合概念と一致している。ただしセンは、リソース自体よりもリソース

をどのように使いこなすかをより重要視している。

人の幸福（well-being）を判断する際、所有しているモノの特性に分析を限定

するのは、早まったことであろう。……幸福（well-being）という概念をつきつ

めれば、明らかに我々は、生活がどう「機能する」かという方向に目を向けなけ

ればならないであろう。すなわちそれは、人が生活必需品と自由を駆使できる特

性を伴ってどんな行動をとることに成功するかということである。

このように、ある機能は「ある人の成果である。それは人が自分の行動や存在を管

理することである」。リソース、能力と成果との関係についてのモデルは、DeSeCoの

成果に基づく能力モデルを支持し、能力を期待される成果との関連性を探求する今後

の作業への第一歩となるものと思われる。



ところでセンの潜在能力アプローチの内容については、彼の重要な著作のうちの複数が

邦訳されており、諸分野での先行研究も充実しているので、すでによく知られているもの

と思われる。また全くの門外漢である筆者には、それに関するオリジナルな研究上の知見

を新たに付け加えることなど、到底できるはずがない。ただセンの言葉を引用しながら、

その要点を簡潔に整理することによって、ＤｅＳｅＣｏにおけるキー・コンピテンシーと

“well-being”の関係のとらえ方との類似性だけは、本研究において確認しておきたい。

このことによって、上で引用した『キー・コンピテンシー』中の一節についての理解が、

一層深まることになるはずである。

『不平等の再検討』においてセンは、次のように述べている（１９）。

生活とは、相互に関連した「機能」（ある状態になったり、何かをすること）の集

合からなっていると見なすことができる。このような観点からすると、個人が達成し

ていることは、その人の機能のベクトルとして表現することができる。重要な機能は、

「適切な栄養を得ているか」「健康状態にあるか」「避けられる病気にかかっていな

いか」「早死にしていないか」などといった基本的なものから、「幸福であるか」

「自尊心を持っているか」「社会生活に参加しているか」などといった複雑なものま

で多岐にわたる。

「個人の福祉（well-being）は」、このような多様な機能から成る「その人の生活の質、

いわば『生活の良さ』として見ることができる」とセンは指摘する（２０）。センにおいて

「福祉」、すなわち“well-being”は、暮らしぶりのよさを表す言葉であって、福祉政策

や福祉サービスを指すものではない。

そして『不平等の再検討』においてセンは、次のように述べている（２１）。

機能の概念と密接に関連しているのが、「潜在能力」である。これは、人が行うこ

とができる様々な機能の組合せを表している。従って、潜在能力は「様々なタイプの

生活を送る」という個人の自由を反映した機能のベクトルの集合として表すことがで

きる。（中略）機能空間における「潜在能力集合」は、どのような生活を選択できる

かという個人の「自由」を表している。

センの言う潜在能力とは、どのような状態になることできるか、何をすることができる

かという選択肢の幅を示すものであり、実際にはその中から選択が行われ、現実の生活の

中身、すなわち「達成された機能」（２２）が決定する。したがって機能は観察可能であるが、

潜在能力それ自体は観察不可能である。



また潜在能力は、人がどのような生き方を選び取るかという自由をも表している。『不

平等の再検討』においてセンは、次のように述べている（２３）。

潜在能力とは、第一に価値ある機能を達成する自由を反映したものである。それは、

自由を達成するための手段ではなく、自由そのものに直接、注目する。そして、それ

はわれわれが持っている真の選択肢を明らかにする。この意味において、潜在能力は

実質的な自由を反映したものであると言える。機能が個人の福祉（well-being）の構

成要素である限り、潜在能力は個人の福祉（well-being）を達成しようとする自由を

表している。

例えば裕福だが断食をしているために飢えている人と貧しく十分な食料を得る手段がな

いために飢えている人を比べてみる。この二人は、飢えているという点では同じであるが、

潜在能力で見ると、後者より前者の方が大きい。後者が、否応なく飢餓状態に置かれてい

るのに対し、前者は、飢えることを選択する自由を持っているからである（２４）。したがっ

て福祉、すなわち“well-being”を考えるときの焦点は、達成された機能（飢えているか

どうか）ではなく、潜在能力（十分な食料・栄養を得るという選択をする自由があるかど

うか）にあるとセンは考える。

ところでここまで述べてきたのは、機能と潜在能力の区別であるが、資源と潜在能力の

区別もまた重要である。『不平等の再検討』においてセンは、次のように述べている（２５）。

貧困を所得の欠如とする考え方をとりたくなるのも無理のないことではあるが、そ

の見方はやはり十分ではない。他にも考慮されるべき点があるからである。ここで指

摘すべき も重要な点は、経済的手段が十分であるかどうかは、所得や資源を潜在能

力に変換できる可能性を抜きにしては評価できないということである。（中略）腎臓

障害で透析を必要とする人は、所得こそ高いかもしれないが、それを機能に変換する

際の困難を考慮すれば、この人の経済手段（つまり、所得）は依然として不足してい

ると言える。貧困を所得で定義するのであれば、所得からどのような機能を実現でき

るかという潜在能力を抜きにして、所得だけを見るのでは不十分である。貧困に陥ら

ないために十分な所得とは、個人の身体的な特徴や社会環境によって異なるのである。

所得という経済的資源から、どのような機能（健康状態にあること）を実現することが

できるかという潜在能力を抜きにして、所得だけを見るのは不十分である。福祉、すなわ

ち“well-being”を論じる際には、達成された機能だけを見るのでも、資源だけを見るの

でも不十分であり、資源からどのような機能を選択し、実現することができるかという潜



在能力に目を向けるべきであるとセンは主張するのである。

そしてＤｅＳｅＣｏのアプローチは、機能的アプローチである。『キー・コンピテンシ

ー』では、次のように述べられている（２６）。

それ（人生の成功のこと－引用者注）は、厳密な意味での成果だけではなく、リソ

ースへの「アクセス」や「利用可能性」としてより的確に説明されるべき要因とリソ

ースそれ自体も含むものである。

「人生の成功」、幸福、すなわち“well-being”という機能を達成するために資源にア

クセスし、それを利用する能力が、ＤｅＳｅＣｏの言うキー・コンピテンシーなのである。

この考え方とセンの潜在能力アプローチとの類似性は、もはや明らかであろう。

Ⅳ 研究のまとめと今後の課題

以上本研究において筆者は、国際的な学力標準策定論議におけるキー・コンピテンシー

と“well-being”の関係のとらえ方を明らかにするとともに、それとセンの潜在能力アプ

ローチとの類似性について、後者の要点を整理することによって確認する作業を行ってき

た。これと同様の試みは、管見の限りでは確認されていない。ここで本研究を通して得ら

れた知見を整理するならば、それは、次の二点である。

（１） ＤｅＳｅＣｏの言うキー・コンピテンシーとは、個人に「人生の成功」をもた

らし、「正常に機能する社会」を作り上げていく上で鍵となる能力である。とり

わけ「人生の成功」というフレーズとのかかわりで言えば、キー・コンピテンシ

ーは、個人の幸福実現、すなわち“well-being”の達成に資するものとみなされ

ているのである。

（２） 「人生の成功」、幸福、すなわち“well-being”という機能を達成するために

資源にアクセスし、それを利用する能力が、ＤｅＳｅＣｏの言うキー・コンピテ

ンシーである。そして価値ある機能、福祉、すなわち“well-being”を達成しよ

うとする自由が、センの言う潜在能力である。両者は、極めて類似した考え方で

あり、事実、センの潜在能力アプローチは、ＤｅＳｅＣｏの能力モデルを支える

基盤理論として位置づけられているのである。

これらを結論とする本研究は、平成２１年度戦略重点経費研究プロジェクト「児童・生

徒の“well-being”（よりよき生）の実現に資する教育実践とその理論的基礎に関する研

究」の一環として取り組まれたものである。本来であれば、「教育学分野において“well

-being”の問題がどのように取り扱われてきたかを把握するために、『生きること』の教



育学の歴史的展開過程を追跡する」（「『研究戦略経費』申請書」より）べきであったが、

本研究は、極めて現代的な教育改革動向をカバーしただけである。「生きることは戦うこ

と」（「生きることは、ルキリウス君、実は戦うことです」（２７））、「死ぬことを学ぶこ

とは生きることを学ぶこと」（２８）と言った古代、近世の教育思想家がいたことは、山内芳

文の『「生きること」の教育思想史』（２９）を参照していただきたい。そこでは古典古代、

すなわち古代のギリシア、ローマの社会的有徳人の形成の営みを出発点として、中世キリ

スト教社会、イタリアと北方のルネサンス、ルター（Martin Luther）とカルヴァン

（Jean Calvin）の宗教改革、コメニウス（Johann Amos Comenius）の『大教授学』（Di-

dactica Magna）における人類の救済と普遍的学校教育構想、ロック（John Locke）と啓

蒙主義の教育思想等を経て、主峰とでも言うべきルソー（Jean-Jacques Rousseau）やペ

スタロッチ（Johann Heinrich Pestalozzi）によって、その教育への関心が集約され、さ

らにそれを起点として、１９・２０世紀の新教育運動期に活躍した労作教育のケルシェン

シュタイナー（Georg Kerschensteiner）、田園教育舎のリーツ（Hermann Lietz）、新カ

ント学派（マールブルク）のナトルプ（Paul Natorp）－彼らは、共同体が教育に対して

持つ意義を強調していた－、そして掉尾のデューイ（John Dewey）－彼の『民主主義と教

育』（Democracy and Education）は、「たしかに教育論ではあるけれども、そこで一貫

して問い続けられている主題は、いかに生きるか、充実して生きるとはどういうことか、

ということであった」（３０）と言われている－に続いていくまでのみちすじが、通史的に示

されている。これに代わる文章は、当然のことながら、筆者には書くことができない。

ただし「生きること」、「生きる力」の主題化が、教育と教育学の専売特許でも何でも

ないことだけは、全く異なるジャンルを引き合いに出しながら、ここで付記しておきたい。

宮崎駿監督の映画「千と千尋の神隠し」のＤＶＤパッケージには、「眠っていた千尋の

“生きる力”がしだいに呼び醒まされてゆく」と書かれている。監督の意図がどうであれ、

「千と千尋の神隠し」が、明らかに「成長物語」（主体性の確立、或いは「少女らしさ」

の発現の過程）として見ることができ（３１）、またこの映画が、メディアという形をとって、

異界の中で（ハクや釜爺の援助を得ながらであったとはいえ）どう生きるかを考えなけれ

ばならない一人の少女の宿命を伝えようとしたとき、そこには明らかに、極めて教育的な

もの、教育意識が含意されている。文部科学省と宮崎駿の間は、意外と近いのかもしれな

い。胃ガンを患い、残された命をどう生きるかを考えなくてはならなくなった初老の市民

課長を描いた黒澤明監督の映画「生きる」にしても、或いは他人の幸福のために人生の



後のエネルギーを燃やし尽くすという献身と犠牲をテーマとするチャップリン（Charles

Chaplin）監督・主演の映画「ライムライト」（Limelight）にしても、同様のことが言え

るだろう。

ところで本研究には、例えば次の点で不十分さが残る。まずキー・コンピテンシーにつ

いては、個人の観点からのみならず、社会の観点からも検討される必要がある。このこと

によって、キー・コンピテンシーと（いわば）社会的な“well-being”の関係が明らかに

なることが期待される。『キー・コンピテンシー』では、次のように述べられている（３２）。

キー・コンピテンシーは、個人的レベルと同様に社会的レベルとの関連でも定義づ

けられる。社会の観点から見れば、キー・コンピテンシーは、個々の人生の成功を決

定する要因のみならず、社会的目的の達成手段として重要視される。学校の組織を通

じて基礎的スキル・コンピテンシーが伝達されることは、通常社会的目的を達成する

手段である。

そして『キー・コンピテンシー』によれば、「正常に機能する社会」の主要要因は、次

の六つである（３３）。

（１）経済的生産性

（２）民主的プロセス

（３）連帯と社会的結合

（４）人権と平和

（５）公正、平等、差別観のなさ

（６）生態学的持続可能性

「もちろん、人生の成功の特質と正常に機能する社会の特質とは、重なりあうところが

多くある。というのは、当然ながら正常に機能する社会を生み出す条件は同時に、個人の

人生の成功に寄与する条件であることが期待されるからである」（３４）。キー・コンピテン

シーは、個人としての“well-being”と社会としてのそれを両立させる機能を持つものと

して提案されているのである。

またセンの潜在能力アプローチについては、教育学の立場から、さらに踏み込んだ考察

が必要である。個人の置かれた状況の多様性を抜きにして、財の平等な分配は語り得ない

ことをセンは指摘する。『不平等の再検討』においてセンは、次のように述べている（３５）。

資源や基本財の所有を平等化させることは、必ずしも各人によって享受される実質

的な自由が平等化されることを意味しない。なぜなら、資源や基本財を自由へと変換



する能力には、個人間で差があるからである。

財が平等に分配されたかどうかは、潜在能力の開発と不可分の関係にある。人々を不自

由から解放し、能力や資質等の内面的な側面はもちろん、それらの制約条件となっている

政治や経済等の制度的側面からも、より多くの自由を保障していく。こうした解放、或い

は自由としての開発というセンの見方は、明らかに教育の視点を内在させていると筆者は

考える。

さらに今後に残された研究課題としては、次の二点を挙げることができる。

第一は、教育と教育学の脈絡において、“well-being”の訳語を特定し、その意味内容

を明確化することである。本研究が対象とした二著書では、それぞれが“well-being”を

「幸福」、「福祉」と訳していた。また白石賢と白石小百合の「幸福度研究の現状と課題

－少子化との関連において」は、“well-being”について、「人々の人生のpositiveな評

価」であり、「肯定的な感情、関与、満足と価値が含まれている」と整理している（３６）。

しかしこの説明は、“subjective well-being”に絞ったものであり、ＤｅＳｅＣｏやセ

ンの用法とは、明らかに異なっている。“well-being”は、主観的・客観的内容を含む複

合的な概念であり、主観的な“well-being”は、その一部に過ぎないのである。

第二は、“well-being”の測定可能性を教育学の立場から吟味することである。“well

-being”の概念は、１９４８年に世界保健機関ＷＨＯ（World Health Organization）の

健康についての定義－「健康とは、身体的にも、精神的にも、社会的にも、完全によい状

態（well-being）であり、単に病気、或いは虚弱でないことではない」（筆者訳）－に登

場して以来、測定可能となるような下位概念及び（代理）尺度の設定が施され、調査研究

の対象となってきた（３７）。“well-being”は、社会学的には一種の価値観として、心理学

的には感情としてとらえられていることが多いように思われる。そして社会心理学的観点

からの“well-being”研究は、幸福度や幸福感の測定、心理的態度の研究として、すでに

相当の蓄積がある。しかし一方では、“well-being”を測定するという発想に対しては、

哲学や人類学等の分野から、懐疑的な意見が出されているのが現状である。メーテルリン

ク（Maurice Polydore Marie Bernard Maeterlinck）の『青い鳥』（L'Oiseau bleu）や

「禍福は糾える縄のごとし」という諺は、幸福というものが、調査以前に、そもそも人間

にとっていかにとらえ難いものであるかということを我々に教えてくれている（３８）。
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